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It is inappropriate to compare the prevalence of active tuberculosis in the 1953 nationwide 

tuberculosis survey with that of 1958 or 1963, as the criteria for active cases in 1953 were 

different from that in 1958 or 1963.

The authors tried to estimate the prevalence of active cases in 1953 provided that the 

criteria in 1953 were the same as that in 1958 or 1963, by moving the system of our epide

metric model of tuberculosis backward, which we have reported in 1970.

Various parameters during 1953 to 1958 were estimated as the same procedure during 1958 

to 1968, and the other parameters are the same as before.

The initial situation was set at 1968. The output which the model generated has been 

examined comparing the results of nationwide tuberculosis prevalence survey in 1963 and 1958, 

and about the same figures could be obtained.

Then, the prevalence of active cases of tuberculosis estimated in 1953 was computed, and 

the results are as follows: Active cases with cavity were 632,400 and those without cavity 

3,898,600, totalled 4,530,000 cases, that is 5.2% of general population. Comparing the above 

results with the figures in 1953 nationwide tuberculosis survey, the marked differences were 

obtained in the age groups 30 to 69. It may be caused by the difference of the criteria.

If the figures of prevalence during 1953. to 1968 are comparable, the reduction rates for 

the cases without cavity are 35% during 1953 to 1958, 30% during 1958 to 1963 and 25% 

during 1963 to 1968, and for the cases with cavity, they are 35%, 30% and 11%, respectively.

The other estimations were carried out under the conditions that the prevalence of active 

cases were the highest in 1955 during the study period, or the real prevalence in 1953 were 

5,350,000, which were the sum of active and inactive cases in the 1953 nationwide tuberculosis 

survey.

Comparing various figures of prevalence estimated in 1953, the trend of prevalence in 

Japan was discussed.

*From the Department of Epidemiology, Aichi Cancer Center, Research Institute, Nagoya

shi, Aichi Pref. 464 Japan.
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は じ め に

第45回 日本結核病学会 シンポ ジウムに お い て,「 日

本にこおける結核症 まん延 のシステム分析」 の演題 で,結

核実態調査成績を基礎に1968か ら2013ま での有病率

の将来予測 とその要因にこついて分析1)を 行なつ た。そ の

さい1958年 か らス ター トし,1953年 の結核実態調査

資料は,1958年 以降 と比 べ 診 断基準,治 療指 針がかな

り相違 した と考えたため利用 しなかつ た。

結核実態調査成績に現 われた ように,1953と1958の

有病率が同 じとは考えに くい他の疫学的事実 が存在す る

ので,も し1953の 判定が1958以 後 と全 く同 じであつ

た とすれば,ど の ような有病者数であるかを,先 に用 い

た疫学モデルに よ る システムを1968か ら1963,1958

と5年 ごとに逆算させて推計 し,こ の間の有病率 の推移

の検討か ら戦後のわが国の結核まん延 状況の実態 を探 ろ

うとした。

研 究 方 法

疫学モデルは前回発表1)し た ものをその ま ま 用 い,

1968か ら1963,1958と 逆算 し,5年 ご とに 結核実態

調査結果 と照 合 してほ とん ど差 がない ことを確かめた後

1953の 有病者数を算 出した。

あ る時点 の各グル ープの有病者数か ら5年 前の各グル

ープの有病者数を算 出す る数式は前 回の資料1)か ら誘導

した(表1)。

使用 した 統計資料 と各 種parameterは1968か ら

1958ま で前 回と全 く同 じで,1958か ら1953も 結核実

態調査成績を基礎に算 出し,人 口や死亡率は人 口動態 統

計を利用 した。BCG被 接種者数 は 実態調査の成績をそ

のまま用い,防 護効率は前 回と同 じく50%,年 間失効

率1%と し,移 行率は1958のDataと 比較 し算出 し

た。

感染率 は各5歳 間隔年齢階層別 に み て,昭 和28～43

年 までIinearに 減少 した もの と考え逆行 して推計 した。

発病率 お よび新発病者 の 有空洞率 は1958か ら1963

の期 間と同率 とした。

患者 の経過は1968か ら1958ま で の各年齢階層別の

推移 か ら洞あ り型は,不 変,死 亡,洞 消失改善,洞 消失

略 治,洞 なし型は,死 亡,空 洞化,不 変,略 治 の名4群

に分け,そ れぞれ1968か ら1958の10年 問 の推移か

ら回帰式 を用 いて逆 に 推計 した。 そ の他 のparameter

は1958か ら1963の 間 と同 じ数値 を用いた。

このシステムでは75歳 以上は1群 としたため逆算 の

ための移行率 が決 めにこくく,し たがつ て70～74歳 まで

を計 算 し,75歳 以上 は 各結核実態調査年度 の数値を用

いて総有病者数 を算 出した。

計算はすべ てcomputerを 用 いた。

1953年 における有病者数 の推計

1968の 有病者数は前回の疫 学モデルに よ る推計値,

洞あ り(CK)26万,洞 な し活動性(C3)130万 を用 い

て2群 別々に計算を開始 した。

1963の 有病者数 を 逆算 す る と,CK28.7万,C3

Table 1. Equations for Estimation of Prevalence of Tuberculosis Five Years Ago

*DENOM=  (1-RIO)(1-D5)(RKK• R33-R3K• RK3)+RIO•E4/10• {RK• (RK3.R31-RK1• R33)+(1-RK)• (RK1•ER3K-RKK• R31)

HS=RK3•ERIO[6/10{RK• RKK+(1-RK)•ER3K}+RK]-RKK• RIO[6/10{IRK• RK3+(1-RK)R33}+(1-RK)]

HT = RK1•ERIO[6/10{RK• RK3+(1-RK)R331+4/10(1-RK)]-RK3[(1-RIO)(1-D5)+6/10RIO{RK•ERK1+(1-RK)•ER31}]

HU=RKK• [(1-RIO)(1-D5)+6/10RIO{RK•RK1+(1-RK)R31}]-RK1[RIO{6/10{RK• RKK+(1-RK)• R3K}+4/10RK}]

H L=[(1-RM)(1-D5)+6/10RM{RK•ERK1+(1-RK)R31}]

HM=RM[6/10{RK• RKK+(1-RK)R3K}+4/10RIK]

HN=RM[6/10{RK•ERK3+(1-RK)R331+4/10(1-RK)]
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174.6万,計203.3万,同 じ く1958はCK40.5万,

C3260万,計300.5万 で 結 核 実 態 調 査 成 績 と ほ ぼ 一

致 した(表2)。 た だ し洞 な し の0～4歳,5～9歳 は 若

Table 2. Prevalence of Active Tuberculosis in
 1958 Computed by Retrograde Calculation 

Using Epidemetric Model 

(Started in 1968)
(Thousand)

Table 3. Prevalence of Active Tuberculosis in 
 1953 Computed by Retrograde Calculation 

Using Epidemetric Model 

(Started in 1968)
(Thousand)

干 の食い違いがあつた。また この結核実態調査の有病者

数は前 回のシス テム分析 と同 じ数値を用いたが,総 数は

一致 してい るが,年齢別にごは若干訂正 された ものであ る。

この資料を もとに1958か ら1953を 逆算す ると表3

のご とくCK63.2万,C3389.8万,計453万 と な

り,1953の 結核実態調査 結果CK54万,C3238万,

計292万 とも,ま た表3の 訂正有病者数CK55.6万,

C3251万,計307.6万 より約150万 人 多い数値 とな

つ た。

年齢別に これをみる と,洞 あ り群 は図1の ご と く,

1953の 結核実態調査値 と,推 計値がかな り近似 し て お

Fig. 1. Age Distribution of Prevalence Rate of

 Tuberculosis with Cavity by Year

•\Observed Rate by Nation-wide TB 

Survey and Computed Rate•\

Fig. 2 Age Distribution of Prevalence Rate of
 Tuberculosis without Cavity by Year

(25 Years old and over)
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り,総 数は前者55.6万,後 者63.1万 とな り,7.5万

人多い ことにこな る。1953か ら1968に ご至る減少傾 向がだ

いたい予想され る経過を辿つ ている ように思われ る。一

方洞な し群では,図2の ごとく1953の 結核実態調査結

果 と照合す ると29歳 までは比較 的近似 してるが,30～

74歳 の間は深い谷をつ くる予想外の低 い有病率 を示 し,

推計値 と大き く食 い違つ ている。

1953の 有病率 を要 医療 者のみで な く,洞 なし要指導

者 を とつ て比較す る と,図3に 示す ごと くで,24歳 ま

ではかな り推計値 と近似 してい る が,25～49歳 は,は

るかに高 い有病率を示 してい る。洞 なし要指導 の うち洞

の疑 ある群を除い てみ てみ ると,推 計値 と近似 して くる

が,洞 疑い群 の大部分はC3に 入 ると思われ,洞 なし群

の中には不活動性患者 も含 まれてい ると考え られ るので

この数値を とるのは危険であろ う。

1953の 実態調査の洞な し要医療は251万,要 指導は

535.3万,一 方推計値は390万 で 両者 の 中間値にあた

る。

ここで洞な し251万 が正解 として各種parameterを

変えてみ ると,高 年 齢層で1958～68と は著 しく異 なる

比率を導入せ ねばな らず,他 の疫学資料 か ら得 られた予

測値 と矛盾 して くる。 一方535.3万 を とる とす る と,

1958～53の 間で25歳 以上では患者 の 経過 が 強力 な化

学療 法の普及 した1958以 降 よりより良好 とい う数値を

用 いね ばな らない。

一方,菌陽性率 の推移 を結核実態調査結果か らみ ると,

Fig. 3. Age Distribution of Prevalence Rate of

 Tuberculosis without Cavity by Year

•\Observed Rate by Nation-wide TB 

Survey and Computed Rate•\

Obs.: Observed by nationwide TB survey

 Comp.: Computed

Fig. 4. Trend of Prevalence Rate of Tuberculosis

 without Cavity by Age

1958以 降 はlinearに ご減少を続け て い る が,1953と

1958の 間は,そ の後 と減少傾 向が異な り,よ り平坦で

減少度が少 ない事実があ る。 このことはいろいろ解釈 し

うるが,も し,1953と1958の 間 に 有病率の ピークが

あ り,た とえば,1953か ら1955ま で有病率は上昇 し,

以後下降に転 じた と仮定 した場合の1953の 有病率を算

出 しよ うとした。

図4は1955に 有病率の ピークがあつた と仮定 した場

合の年次別年齢別分布を示 した もので あ る。10歳 以下

は順調に減少 している と考え,15歳 以上につ いて1955

の推定有病率を計算 して図示 した。39歳 までは5歳 ご

とにかな り類似 した年次推移 を示す が,40歳 以上で は,

1963か ら1955ま での上 り勾配 が強 く,1953で 急激 に

下降 している。40歳 以上 も,39歳 以下 と同 じ傾 向で下

降す る として低い有病率を補正す ることに した(図 の矢

印)。 図5は そ の修正値で,1955の ピーク時 と1953の

値 が示 され てい る。 これ らは,1963,1958と 比 べ 妥 当

な年齢別分布を示す と考 え られ るが,1955～58と1958

～63の 減少傾 向はほぼ同様 と考 えて よい。 この ときの

有病者総数は1955は321.5万,1953は298万 であ る。

表4は これ らの推計値 と各5年 間の減少率を示 した も

ので ある。

洞あ り群では,下 段 の ご と く1968～63は-11%,

1963～58は-30%,1958～53は 推計値 では-35%,

結核実態調査値 とでは,-24%と なる。洞 な し群 では,

それぞれ-25%,-30%,-35%,+6%で あ り,1953

の要指導を とると-53%,1955に ご有病率 の ピークがあ

つた と条件づけた推計値 では-15%と なつた。

これ らの減少率 か ら考 える と,推 計値,洞 あ り63万,
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Table 4. Numbers of Prevalence of Tuberculosis in the Past Estimated

 by Simulation Analysis

() Observed numbers of nationwide TB survey.

Fig. 5 Age Distribution of Prevalence Rate of

 Tuberculosis without Cavity by Year

洞 な し390万 が比較 的実際 にご近 い値 かも しれ ない。

考 案

1953は 結核実態調査 の初年 度で あ り,病 型分類 も岡

分 類が主体であつ た時代である。治療法 は この後特 に昭

和30年 以後か ら格段の進 歩を とげ,全 国的 に普及す る

ようにな つ た。 したがつ て1953の 診 断,治 療方 針が

1958以 降 と比べ差が生 じた ことは当然 と思わ れ る。 わ

が国の結核まん延の実態を より正確 に知 るため,1958以

降 と同 じ判定基準 とした場合の1953の 有病率 を推計 し

ようとして上記の ごとき検討を試 みたわ けである。

前回の将来予測にご用 いた疫学モデル,シ ステム1)を そ

の まま利用 し,各 種parameterは1968～58ま で の推

移 か ら回帰式 を用 い推定 した。BCG保 護効率は50%と

したが,疾 病が よ りprevalentな 時代 で あ るので,も

う少 し高率にことつて もよかつたか もしれ ない。ただ若年

者が主体であ るので総有病者数には大 した影響がない と

も思われ る。発病率,有 空洞率 も多少は異 なると考 えた

が,1958～63と 同 じに して患者の 経過 を 多少修正 して

処置す ることにこした。

逆行計算式が複雑なため感染率,発 病率が低 く,

臨床経過 も正確な値が得 られにこくかつた0～4歳,

5～9歳 で推計有病者数 の 算出 が 円滑にゆか なか

つたのは一つの問題であつた。

逆行計算にごよる推計値 としては,洞 あ り63万,

洞な し390万 の値を得たが,洞 あ り群で50～69

歳で結核実態調査結果の25%減 となつてお り,

これは さ らに修正すべ きか もしれない。ただ洞あ

り,洞 な しとも1958～53の 減少率が-35%と

合致 していた。

70歳 以上 の推計 も容易で ない こ とを 付記 した

い。

1953の 結核実態調査結果が1958と 全 く同 じ判

定基準にごよつた と仮定す る と,40歳 以上 の年齢

層で病状経過 が期待値 よ りは るかにご悪い値を とる

ことにな り,ま た予測 された死亡率を少 な くしてで も患

者を生存せ しめねば,1953と1958の 数値 が一致 しない

矛盾 がで て くる。

1953の 要指導数 が1958以 降 と同 じ判定 の要医療者 と

す る と,洞 なし群 の1953か ら1958の 減 少率 が-53%

とな り,当 時 の医療対策 か ら考 え,減 少率 が大 きす ぎる

結果 となる。ただ要指導 の年齢分布 をみ る と,1958～68

の要 医療 の年齢分布 と平行的 であ る こ とは,1953の 推

定要 医療率 も1958～68と 平行 的なものではないか とい

うことを暗示 している。 当時 の診断を顧み ると要観察,

要休養 の中にこかな り要 医療 が混在 している ことは事実で

したがつ て292万 とい う有病者数 よりは多い こ とは 疑

いない。

1953と1958の 間に有病率 に ピークがあつ た との 仮

定の根拠 は薄 弱である。ただ菌 の陽 性率 の推移 が,1958

～68に 比べ1953～58が 平坦 である の で,こ の期 間内

に変 曲点 があつたので はないか と想定 したにこす ぎない。

1951か ら1958の 期 間は戦後 の第1の 経済成長 の高い時

代 で,人 間の移動,交 流 が激 し くな り,労 働 負担 も増加
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し,感 染発症機 会が一時的 に上昇 したか,あ るいは減少

にブ レーキがかかつ た時代 ではなかつたか と妄想 したか

らである。 これ は全 国的 にこみ て小 中学生,高 校生 の発病

率 がconstantな 減少を続け てい る ことか ら否定 できる

かも しれ ない。

どの推計値 を実態 に近 いかを考 える一 つの決 め手 とし

て各5年 間の減少率 の推移 を とつ ても よいか も し れ な

い。

お わ り に

わ が国の結核症 まん延 の実態 をよ り明確 にこす るため,

診断お よび判定基準 の異 なつ た1953の 有病者数を疫学

モデル を用い たシス テムを逆行 させ て推計 し よ う と し

た。

1. 1953の 実態 調査 結果 が,そ のまま1958以 降 と

同様 とす る と,1958～53の 各種parameterを1958～

68の 間 と相 当変 えねば な らず,他 の疫学現象 とも食い

違 うので1953の 判定基準は1958以 後 と異なつていた

と考 えざるを えない。

2. 1953の 要指導者全体 を1958以 降 の 要医療 と同

一視す ることは,1953～58の 有病者の減 少が-53%に

な り,患 者 の経過を 当該期間の対策に比べ異常に よくせ

ねば な らない矛盾があ る。

3. 1953～58の 経過が1958～68と 同 じ傾 向 で 推移

した と仮定 して,要 医療者を推計す ると,活 動性洞あ り

(CK)63万,洞 なし(C3)390万,計543万(人 口対

率5.2%)と なつた。 この値が比較的実際の値に近い と

も考え られ るが,洞 あ りは も う少 し高率か もしれない。

なお1953～55ま で有病率が上昇,そ の後下降に転 じ

た とい う仮定の もとに推計値を算出 し検討 した。
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